
中
期
財
政
収
支
見
通
し
と

今
後
必
要
と
な
る
改
革

の
規
模

⑴
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
を
踏
ま
え
た
財
政
収
支
見
通
し

⑵
公
債
償
還
基
金
の
残
高
の
推
計

⑶
今
後
必
要
と
な
る
改
革
の
規
模

資
料
３
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＜
歳

入
（

一
般

財
源

）
＞

（
単

位
：

億
円

）

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

R
1
5

備
考

市
税

2
,
9
8
8

2
,
8
0
0

2
,
8
5
0

2
,
8
8
0

2
,
9
0
0

2
,
9
6
0

3
,
0
2
0

3
,
0
4
0

3
,
0
9
0

3
,
1
2
0

3
,
1
4
0

3
,
1
4
0

3
,
1
4
0

3
,
1
4
0

リ
ー

マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後

の
名

目
経

済
成

長
率

を
参

考

8
5
7

9
5
0

9
6
0

9
5
0

9
3
0

8
6
0

7
8
0

7
8
0

7
4
0

7
2
0

7
1
0

7
1
0

7
1
0

7
1
0

市
税

等
の
収

入
に
連

動
し
て
増

減

5
0
5

5
5
0

4
8
0

4
8
0

4
7
0

5
0
0

5
3
0

5
1
0

5
2
0

5
2
0

5
1
0

5
1
0

5
1
0

5
1
0

4
,
3
4
9

4
,
3
0
0

4
,
2
9
0

4
,
3
1
0

4
,
3
0
0

4
,
3
2
0

4
,
3
3
0

4
,
3
3
0

4
,
3
5
0

4
,
3
6
0

4
,
3
6
0

4
,
3
6
0

4
,
3
6
0

4
,
3
6
0

＜
歳

出
（

一
般

財
源

）
＞

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

R
1
5

備
考

人
件

費
1
,
5
0
9

1
,
5
0
0

1
,
5
2
0

1
,
5
1
0

1
,
5
2
0

1
,
5
1
0

1
,
4
9
0

1
,
5
1
0

1
,
4
9
0

1
,
4
9
0

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

給
与

改
定

は
未

反
映

扶
助

費
6
7
4

7
5
0

7
5
0

7
6
0

7
8
0

7
9
0

7
9
0

8
0
0

8
0
0

8
0
0

8
0
0

8
0
0

8
0
0

8
0
0

生
活

保
護

費
，
障

害
者

総
合

支
援

費
な
ど

公
債

費
8
4
4

9
0
0

8
7
0

8
7
0

8
7
0

8
5
0

8
6
0

8
7
0

8
9
0

9
0
0

9
0
0

9
0
0

9
0
0

9
0
0

投
資

的
経

費
1
5
4

2
0
0

2
2
0

1
9
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

令
和

6
年

度
以

降
は
2
0
0
億

円
で
推

移

他
会

計
繰

出
金

等
7
0
6

7
5
0

7
5
0

7
2
0

7
1
0

7
5
0

7
4
0

7
4
0

7
4
0

7
5
0

7
6
0

7
6
0

7
6
0

7
6
0

国
民

健
康

保
険

，
介

護
保

険
，
後

期
高

齢
者

医
療

な
ど

そ
の

他
6
5
6

7
0
0

7
6
0

7
9
0

8
0
0

8
3
0

8
6
0

8
9
0

9
0
0

9
3
0

9
5
0

9
5
0

9
5
0

9
5
0

新
規

充
実

事
業

1
5
億

円
/
年

（
例

年
並

み
）

4
,
5
4
3

4
,
8
0
0

4
,
8
7
0

4
,
8
4
0

4
,
8
8
0

4
,
9
3
0

4
,
9
4
0

5
,
0
1
0

5
,
0
2
0

5
,
0
7
0

5
,
1
1
0

5
,
1
1
0

5
,
1
1
0

5
,
1
1
0

△
1
9
3

△
5
0
0

△
5
8
0

△
5
3
0

△
5
8
0

△
6
1
0

△
6
1
0

△
6
8
0

△
6
7
0

△
7
1
0

△
7
5
0

△
7
5
0

△
7
5
0

△
7
5
0

＜
最

終
的

な
財

源
不

足
＞

　
※

令
和

3
年

～
7
年

の
間

，
現

行
プ

ラ
ン

並
の

改
革

を
実

施
し

た
場

合
の

財
源

不
足

額

△
1
9
3

△
4
3
0

△
4
6
0

△
3
6
0

△
3
6
0

△
3
4
0

△
3
6
0

△
4
3
0

△
4
2
0

△
4
6
0

△
5
0
0

△
5
0
0

△
5
0
0

△
5
0
0

公
債

償
還

基
金

の
取

崩
し

1
1
9

3
6
0

3
9
0

2
9
0

2
9
0

2
7
0

2
9
0

3
6
0

3
5
0

3
9
0

4
3
0

4
3
0

4
3
0

4
3
0

調
整

債
の

活
用

2
3

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

税
制

改
正

に
伴

う
減

収
に
対

す
る
資

金
手

当
債

行
政

改
革

推
進

債
の

活
用

5
1

5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

1
,
3
8
8

1
,
2
0
2

9
6
1

7
8
3

5
1
6

2
6
5

△
9
2

△
4
3
8

△
7
1
6

△
1
,
1
7
1

△
1
,
6
6
8
△

2
,
1
2
4
△

2
,
5
0
5
△

2
,
9
4
7
令

和
8
年

度
に
基

金
は

枯
渇

⑴
　

新
型

コ
ロ

ナ
を

踏
ま

え
た

財
政

収
支

見
通

し
（

現
行

プ
ラ

ン
並

改
革

を
実

施
し

た
場

合
）

公
債

償
還

基
金

残
高

項
目

地
方

譲
与

税
，

府
税

交
付

金
そ

の
他

合
計

地
方

交
付

税
・

臨
時

財
政

対
策

債

項
目

合
計

歳
入

－
歳

出
（

予
算

編
成

前
の

財
源

不
足

）

最
終

的
な

財
源

不
足

額
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（
参

考
）

中
期

財
政

収
支
見

通
し

の
各

項
目
の

算
定

方
法

に
つ
い

て
 

  

市
税
，
府
税
交
付
金
等

 

 
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
名
目
経
済

成
長
率
を
基
に
，
税
制
改
正
，
固
定
資
産
税
評
価
替
え
の
影
響
等
も
踏
ま
え
て
見
込
む
。

 
地
方
交
付
税
及
び
臨
時
財
政
対
策
債

 

 
令
和

2
年
度
の
交
付
決
定
額
等
を
基

に
，
市
税
等
の
増
減
を
反
映
さ
せ
る
ほ
か
，
こ
れ
ま
で
の
地
方
交
付
税
（
基
準
財
政
需
要
額
）
の
減
少
傾
向

 
や
，
臨
時
財
政
対
策
債
の
元
利
償
還
費

及
び
社
会
福
祉
関
連
経
費
の
増
加
等
を
見
込
む
。

 
   人

件
費

 

 
・
退
職
手
当
を
除
く
給
与
費
 
同
額

で
見
込
む
（
給
与
改
定
の
影
響
は
考
慮
し
て
い
な
い
）
。

 
 
・
退
職
手
当
 
 
 
 
 
 
 
現
時

点
で
の
定
年
退
職
者
数
等
を
基
に
見
込
む
。

 
扶
助
費

 

 
・
生
活
保
護
費
に
つ
い
て
，
リ
ー
マ

ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
増
減
率
を
基
に
見
込
む
。

 
 
・
障
害
者
総
合
支
援
費
，
保
育
所
運

営
費
等
に
つ
い
て
，
過
去
の
伸
び
率
を
勘
案
し
て
見
込
む
。

 
公
債
費

 

償
還
計
画
を
基
に
見
込
む
。
利
子
に

つ
い
て
は
，
現
行
の

1
0
年
地
方
債
金
利
に
，
金
利
上
昇
の
可
能
性
を
加
味
し
て
年
利

0
.
5
％
で
見
込
む
。

 
投
資
的
経
費

 

令
和

3
年
度
か
ら

5
年
度
は
，
現

時
点
で
判
明
し
て
い
る
大
規
模
投
資
事
業
の
う
ち
，
大
き
な
増
減
が
見
込
ま
れ
る
事
業
の
変
動
を
踏
ま
え
て
 

同
額
で
見
込
む
。
令
和

6
年
度
以
降

は
，
今
後
の
公
共
施
設
等
の
老
朽
化
対
策
の
需
要
増
を
加
味
し
，
2
0
0
億
円
程
度
で
見
込
む
。
 

繰
出
金

 

 
・
上
下
水
道
事
業
 
 
上
下
水
道
事

業
中
期
経
営
プ
ラ
ン
を
基
に
見
込
む
。

 
・
高
速
鉄
道
事
業
 
 
経
営
ビ
ジ
ョ

ン
等
を
基
に
見
込
む
。

 
・
自
動
車
運
送
事
業
 
総
務
省
が
示

す
現
行
の
地
方
公
営
企
業
へ
の
繰
出
基
準
を
基
に
見
込
む
。

 
 
そ
の
他
，
国
民
健
康
保
険
，
介
護
保

険
，
後
期
高
齢
者
医
療
等
に
つ
い
て
，
過
去
の
伸
び
率
や
高
齢
者
人
口
の
増
加
見
込
等
を
基
に
見
込
む
。

 
そ
の
他

 

 
今
後
の
情
勢
を
踏
ま
え
て
実
施
す
る

新
規
・
充
実
事
業
等
の
増
減
を
見
込
む
。

 

 

  

歳
 
 

入
 

歳
 
 

出
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⑵
 
公

債
償

還
基

金
の

残
高

の
推
計

1
,
3
5
5

1
,
4
1
6

1
,
4
4
6

1
,
4
3
7

1
,
3
5
8

1
,
2
4
8

1
,
0
5
9

9
3
9

8
9
0

7
1
0

5
2
1

3
7
1

3
0
2

1
6
2

1
,
3
8
8

1
,
2
0
2

9
6
1

7
8
3

5
1
6

2
6
5

0

1
,
3
2
2
1
,
2
8
1

1
,
2
3
3

1
,
1
2
6

1
,
0
4
5

8
9
8

8
4
2

8
4
4

7
2
9

6
1
2

5
3
6

5
3
5

4
7
3

0

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,
0
00

1
,
2
00

1
,
4
00

1
,
6
00

R2
R3

R4
R5

R6
R7

R8
R9

R1
0

R1
1

R1
2

R1
3

R1
4

R1
5

公
債

償
還

基
金

の
残

高
の

推
計

(
2
)
6
月

公
表

（
機

械
的

試
算

）
（

億
円

）

【
中

間
目

標
(
案

)
】

令
和

7
年

度
に

1
,
0
0
0
億

円
の

残
高

を
維

持

収
支

変
動

を
未

反
映

毎
年

1
1
9
億

円
ず

つ
取

崩
し

(
1
)
最

新
の

中
期

見
通

し
※

現
行

プ
ラ

ン
並

の
改

革
を

実
施

し
た

場
合

の
見

通
し

(
3
)
当
面

の
目

標

【
目

標
(
案

)
】

毎
年

の
取

崩
し

額
を

低
減

さ
せ

，
令

和
1
5
年

度
に

満
期

一
括

償
還

の
約

1
年

分
の

残
高

を
維

持

○
コ

ロ
ナ

に
よ

る
収

支
悪

化
を

反
映

○
R
3
～

現
行

プ
ラ

ン
並

の
改

革
を

実
行

（
事

業
見

直
し

4
0
億

円
/
年

な
ど

）

今
後

の
財

政
運

営
目

標
(
案

)
と

し
て

設
定

試
算
の
パ

タ
ー
ン

(
1
)
現
行

プ
ラ

ン
並
の

改
革

を
実
施

(
2
)
6
月

公
表

（
機
械

的
試

算
）

(
3
)
当
面

の
目
標

R
3
以

降
の
収

支
悪

化
を
反

映
③

～
⑦
年

平
均
1
6
0
億
円

 
⑧

～
⑮
年

平
均
6
0
億
円

R
3
以

降
の

収
支

の
前
提

R
2
当

初
予
算

と
同

額
の
ま

ま
悪

化
も
改

善
も

し
な
い

R
3
以

降
の
収

支
悪

化
を
反

映

R
3
以

降
の

公
債

償
還
基

金
の

取
崩
し

③
～
⑮
ま

で
毎
年

1
1
9
億

円

③
～
⑦
年

平
均
3
2
0
億
円

 
⑧

～
⑮
平

均
3
9
0
億

円
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△
36
0

△
39
0△

29
0

△
29
0

△
27
0

△
29
0

△
36
0

△
35
0

△
39
0

△
43
0

△
43
0

△
43
0

△
43
0

△
11
9

△
24
0

△
19
0

△
16
0

△
13
0

△
10
0

△
80

△
70

△
70

△
50

△
50

△
50

△
50

△
50

△
45
0

△
40
0

△
35
0

△
30
0

△
25
0

△
20
0

△
15
0

△
10
0

△
50

0
R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

R
1
5

⑶
今

後
必

要
と
な
る

改
革

の
規
模

（
パ

タ
ー
ン

別
の

各
年

度
の

公
債

償
還

基
金

取
崩

し
額

比
較
）

当
面
の
目
標
達
成
の
た
め

に
は
，

R
7
年
度
ま
で
に
合
計
7
8
0
億
円
の

財
源
が
必
要

(
2
)
6
月
公
表
（
機
械
的
試
算
）

1
1
9
億
円
が
継
続 (
1
)
最
新
の
中
期
収
支
見
通
し
（
試
算
）

※
現
行
プ
ラ
ン
並
の
改
革
を
実
施
し
た
場
合

(
3
)
当
面
の
目
標 当
面
の
目
標
達
成
の
た
め

に
は
，

R
8
～
R
1
5
年
度
に
合
計
2
,
6
4
0
億
円
の
財
源
が
必
要
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